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○川口市障害者福祉手当支給条例 

昭和４５年４月１日 

条例第１７号 

改正 昭和４７年１２月２５日条例第４９号 

昭和４８年４月１日条例第２０号 

昭和５０年３月２５日条例第１１号 

昭和５１年３月３０日条例第１４号 

昭和５３年３月３０日条例第２４号 

昭和５４年１２月２５日条例第４１号 

昭和５６年３月２７日条例第１４号 

昭和５７年６月３０日条例第２６号 

昭和６１年３月２７日条例第１４号 

昭和６３年３月２８日条例第１５号 

平成１１年３月１６日条例第１６号 

平成１３年３月２６日条例第１５号 

（題名改称） 

平成１７年１２月２１日条例第７１号 

平成２１年１２月１８日条例第３６号 

平成２３年９月２６日条例第８１号 

（目的） 

第１条 この条例は、在宅の障害者に福祉手当（以下「手当」という。）を支給す

ることにより、障害者の福祉増進を図ることを目的とする。 

（昭和５４条例４１・平成１３条例１５・一部改正） 

（定義） 

第２条 この条例において「障害者」とは、次の各号のいずれかに該当する者をい

う。 

(1) 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定によ

り身体障害者手帳の交付を受けている者（以下「身体障害者手帳所持者」とい

う。）で、当該障害の程度が１級又は２級に該当するもの 
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(2) 埼玉県療育手帳制度に基づく療育手帳の交付を受けている者（以下「療育手

帳所持者」という。）で、当該障害の程度が「（(A)）」、「A」又は「B」に該

当するもの 

(3) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第

４５条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者（以

下「精神障害者保健福祉手帳所持者」という。）で、当該障害の程度が１級又

は２級に該当するもの 

(4) 身体障害者手帳所持者で障害の程度が３級に該当し、かつ、療育手帳所持者

で障害の程度が「B」又は精神障害者保健福祉手帳所持者で障害の程度が２級に

該当するもの 

(5) 障害の程度が最重度、重度又は中度であると児童相談所の長又は知的障害者

更生相談所の長が判定した者 

(6) 前各号に掲げる者に相当すると市長が認めた者 

(7) 前各号に掲げる者のほか、特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令

（昭和５０年政令第２０７号）別表第１に定める程度の障害の状態にあると市

長が認めた者 

２ この条例において「超重症心身障害児」とは、次に掲げる要件を備えている２

０歳未満の者をいう。 

(1) 身体障害者手帳所持者で肢体不自由に係る障害の程度が１級又は２級に該

当するものであること。 

(2) 療育手帳所持者で当該障害の程度が「（(A)）」若しくは「A」に該当するも

の又は障害の程度が最重度若しくは重度であると児童相談所の長若しくは知的

障害者更生相談所の長が判定した者であること。 

(3) 厚生労働大臣が定める基準に合わせて市長が別に定めるところにより、障害

の程度が一定の基準を満たしていると認められる者であること。 

（昭和５４条例４１・全改、昭和５７条例２６・昭和６１条例１４・平成

１１条例１６・平成１３条例１５・平成２１条例３６・一部改正） 

（受給資格等） 

第３条 手当の支給を受けることができる者（以下「受給資格者」という。）は、

kwg
下線
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障害者のうち次に掲げる要件を備えている者でなければならない。 

(1) 市内に住所を有すること。 

(2) 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４号。以下

「法」という。）第２６条の２第１号若しくは第２号に規定する施設又は障害

児福祉手当及び特別障害者手当の支給に関する省令（昭和５０年厚生省令第３

４号）第１条第９号に掲げる施設に入所していない者であること。 

(3) 次のいずれかに該当する者であること。 

ア 法第１７条に規定する障害児福祉手当、法第２６条の２に規定する特別障

害者手当又は国民年金法等の一部を改正する法律（昭和６０年法律第３４号）

附則第９７条第１項に規定する福祉手当の支給を受けることができない者 

イ 超重症心身障害児 

２ 手当は、受給資格者の前年の所得（１月分から７月分までの手当については、

前々年の所得）に係る地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による市町

村民税（特別区民税を含む。）が課税されているときは、支給しない。 

（昭和５４条例４１・全改、昭和５６条例１４・昭和６１条例１４・昭和

６３条例１５・平成１３条例１５・平成１７条例７１・平成２１条例３６・

一部改正） 

（申請及び認定等） 

第４条 手当の支給を受けようとする者は、市長に申請し、受給資格の認定を受け

なければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、適否を審査し、その結果を当

該申請者に通知するものとする。 

（平成１３条例１５・平成１７条例７１・一部改正） 

（手当の額及び支給期間） 

第５条 手当の額は、別表のとおりとする。 

２ 手当は、前条第１項の規定による申請のあった日の属する月の翌月から受給資

格を失った日の属する月まで支給する。 

（昭和５１条例１４・平成１３条例１５・平成１７条例７１・一部改正） 

（支給の時期） 

kwg
下線
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第６条 手当は、毎年２月、５月、８月及び１１月の４期に、それぞれ前月までの

分を支給する。ただし、市長が特別の事情があると認めたときは、この限りでな

い。 

（昭和５１条例１４・追加、昭和５３条例２４・昭和６１条例１４・一部

改正） 

（手当の返還） 

第７条 市長は、偽りその他不正の行為により手当の支給を受けた者があるときは、

その者に対する受給資格の認定を取り消し、その者から既に支給した手当を返還

させることができる。 

（昭和５４条例４１・全改、平成１３条例１５・平成２１条例３６・一部

改正） 

（届出） 

第８条 受給資格者は、第３条第１項に規定する資格を失ったときは、直ちに市長

に届け出なければならない。 

（昭和５１条例１４・旧第７条繰下、平成１３条例１５・平成２１条例３

６・一部改正） 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

（昭和５１条例１４・旧第８条繰下） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（昭和６１条例１４・旧附則・一部改正） 

（国民年金法等の一部を改正する法律の施行に伴う経過措置） 

２ 第３条第３号の適用については、当分の間、「障害児福祉手当又は特別障害者

手当」とあるのは、「障害児福祉手当若しくは特別障害者手当又は国民年金法等

の一部を改正する法律（昭和６０年法律第３４号）附則第９７条に規定する福祉

手当」とする。 

（昭和６１条例１４・追加） 



5/11 

（鳩ヶ谷市の編入に伴う経過措置） 

３ 鳩ヶ谷市の編入の日（以下この項及び次項において「編入日」という。）の前

日において編入前の鳩ヶ谷市の区域内に住所を有する者で、引き続き市内に住所

を有するもののうち、この条例の規定により新たに手当の支給を受けることがで

きることとなった者については、編入日の翌日から平成２３年１２月３１日まで

の間に第４条第１項の規定による受給資格の認定の申請をした場合に限り、編入

日に当該申請があったものとみなし、この条例の規定を適用する。 

（平成２３条例８１・追加） 

４ 前項に規定するもののほか、編入日前に、編入前の鳩ヶ谷市在宅重度障害者手

当支給条例（昭和５５年鳩ヶ谷市条例第１０号）の規定によりなされた処分、手

続その他の行為は、この条例の相当規定によりなされたものとみなす。 

（平成２３条例８１・追加） 

附 則（昭和４７年１２月２５日条例第４９号） 

この条例は、昭和４８年１月１日から施行する。 

附 則（昭和４８年４月１日条例第２０号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５０年３月２５日条例第１１号） 

この条例は、昭和５０年４月１日から施行する。 

附 則（昭和５１年３月３０日条例第１４号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（特別福祉手当受給者への措置） 

２ この条例による改正後の川口市身体障害者及び精神薄弱者に対する福祉手当の

支給に関する条例（以下「改正後の条例」という。）第３条第３項の規定の適用

を受ける者のうち、昭和５０年９月３０日において、特別児童扶養手当等の支給

に関する法律等の一部を改正する法律（昭和５０年法律第４７号。以下「改正法」

という。）による改正前の特別児童扶養手当等の支給に関する法律に基づく特別

福祉手当（以下「特別福祉手当」という。）の支給を受けていた者については、

改正法による改正後の特別児童扶養手当等の支給に関する法律に基づく福祉手当
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（以下「法に基づく福祉手当」という。）の月額が、特別福祉手当の月額とこの

条例による改正前の川口市身体障害者及び精神薄弱者に対する福祉手当の支給に

関する条例に基づく福祉手当の月額との合算額に達するまでの間、当該合算額と

法に基づく福祉手当の月額との差額を支給する。 

３ 前項の差額の支給については、改正後の条例第６条の規定を準用する。 

附 則（昭和５３年３月３０日条例第２４号） 

この条例は、昭和５３年４月１日から施行する。 

附 則（昭和５４年１２月２５日条例第４１号） 

（施行期日） 

１ この条例は、昭和５５年１月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（新受給者等への新条例の適用） 

２ この条例による改正後の川口市身体障害者及び精神薄弱者に対する福祉手当の

支給に関する条例（以下「新条例」という。）の規定は、次の各号に掲げる者に

ついては、昭和５４年１０月１日（以下「適用日」という。）から適用する。 

(1) この条例による改正前の川口市身体障害者及び精神薄弱者に対する福祉手

当の支給に関する条例（以下「旧条例」という。）第２条に規定する障害者等

に該当しない者で、新条例の規定により新たに福祉手当の支給を受けることが

できることとされるもの（以下「新受給者」という。） 

(2) 旧条例第２条の規定に該当する障害者等で、施行日以後新条例の規定により

福祉手当の支給を受けることができることとされるもの（以下「継続受給者」

という。）のうち、新条例別表の規定による福祉手当の額が、旧条例別表の規

定による福祉手当の額より増額されるもの（以下「増額受給者」という。） 

（新受給者に対する支給） 

３ 新受給者のうち、施行日の前日までに新条例に規定する受給資格を現に備えた

者については、施行日から昭和５５年３月末日までの間に新条例第４条第１項に

規定する受給資格の申請をした場合に限り、当該受給資格を現に備えた月（その

月が昭和５４年９月以前の場合には同年９月）に同項の申請があったものとみな

し、新条例第５条の規定により福祉手当を支給する。 

（内払） 
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４ 適用日から施行日の前日までの間に、旧条例の規定に基づき増額受給者に対し

支給された福祉手当は、新条例の規定により支給された福祉手当の内払とみなす。 

（職権認定） 

５ 継続受給者に対する新条例第４条に規定する受給資格の認定は、同条の規定に

かかわらず、市長が当該受給者の申請を待たずに行う。 

附 則（昭和５６年３月２７日条例第１４号） 

（施行期日） 

１ この条例は、昭和５６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（適用） 

２ この条例による改正後の川口市心身障害者に対する福祉手当の支給に関する条

例（以下「新条例」という。）の規定は、次の各号に掲げる者については、当該

各号に定める日から適用する。 

(1) この条例による改正前の川口市心身障害者に対する福祉手当の支給に関す

る条例（以下「旧条例」という。）の規定により昭和５６年１月１日以後福祉

手当の支給を受けている者のうち、同日から施行日の前日までの旧条例の規定

に基づく受給期間に新条例の規定が適用されたならば、新条例の規定による福

祉手当の額が、旧条例の規定による福祉手当の額より増額されることとなる者 

昭和５６年１月１日 

(2) 施行日の前日までに旧条例第３条及び別表の規定により福祉手当の受給資

格を失った者のうち、当該受給資格を失った日に新条例第３条及び別表の規定

が適用されたならば、新条例の規定により福祉手当の支給を受けることができ

ることとされる者 当該受給資格を失った日（その日が昭和５５年１２月１日

前の者にあっては、昭和５５年１２月１日） 

（支給の特例措置） 

３ 前項第１号に規定する者の昭和５６年１月１日から施行日の前日までの受給期

間に係る福祉手当の額は、旧条例別表の規定にかかわらず、新条例別表に規定す

る福祉手当の額とし、当該金額を新条例の規定により支給する。 

４ 前項の場合において、新条例第４条に規定する受給資格の認定は、同条の規定

にかかわらず、市長が、当該受給者の申請を待たずに行う。 
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５ 附則第２項第２号に規定する者の同号に定める日以後の福祉手当の支給につい

ては、旧条例の規定にかかわらず、その者が施行日から昭和５６年４月末日まで

に新条例第４条第１項に規定する受給資格の申請をした場合に限り、附則第２項

第２号に定める日に新条例第４条第１項の申請があったものとみなし、新条例別

表に規定する額の福祉手当を、新条例の規定により支給する。 

附 則（昭和５７年６月３０日条例第２６号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和６１年３月２７日条例第１４号） 

（施行期日） 

１ この条例は、昭和６１年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の川口市心身障害者に対する福祉手当の支給に関する条

例（以下「新条例」という。）の規定は、昭和６１年４月分の福祉手当から適用

し、同月前の月分の福祉手当については、なお従前の例による。 

（支給月の特例措置） 

３ 昭和６１年４月分の福祉手当については、新条例第６条の規定にかかわらず、

同年８月に支給する。 

（支給の特例措置） 

４ 昭和６１年４月１日の前日において、国民年金法等の一部を改正する法律（昭

和６０年法律第３４号。以下「一部改正法」という。）第７条の規定による改正

前の特別児童扶養手当等の支給に関する法律に基づき福祉手当の支給を受けるこ

とができる者で、一部改正法第７条の規定による改正後の特別児童扶養手当等の

支給に関する法律に基づく特別障害者手当の支給を受けることができなくなるも

の（一部改正法附則第９７条に規定する福祉手当を受けることができる者を除

く。）については、その者が昭和６１年６月３０日までに新条例第４条第１項に

規定する受給資格の申請をした場合に限り、同年３月３１日に同項の申請があっ

たものとみなし、新条例及び前項の規定により、福祉手当を支給する。 

附 則（昭和６３年３月２８日条例第１５号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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附 則（平成１１年３月１６日条例第１６号） 

この条例は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則（平成１３年３月２６日条例第１５号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１３年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の川口市障害者福祉手当支給条例（次項において「新条

例」という。）の規定は、平成１３年４月以後の月分の手当について適用し、同

月前の月分の手当については、なお従前の例による。 

（支給の特例措置） 

３ この条例による改正前の川口市心身障害者に対する福祉手当の支給に関する条

例第２条に規定する障害者に該当しない者で、新条例の規定により新たに手当の

支給を受けることができることとされるもののうち、この条例の施行の日（以下

「施行日」という。）の前日までに新条例に規定する受給資格を備えた者につい

ては、施行日から平成１３年６月３０日までの間に新条例第４条第１項の規定に

よる受給資格の認定の申請をした場合に限り、同年３月３１日に当該申請があっ

たものとみなし、新条例の規定を適用する。 

附 則（平成１７年１２月２１日条例第７１号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 

（平成１８年４月分の手当の支給に関する特例） 

２ この条例の施行の日（以下この項において「施行日」という。）の前日におい

て福祉手当（以下この項において「手当」という。）の支給を受けている者であ

って、施行日において、この条例による改正後の川口市障害者福祉手当支給条例

第３条第４号に規定する要件を満たさないこととなるものに係る平成１８年４月

分の手当については、第５条第２項の規定にかかわらず、支給しない。 

附 則（平成２１年１２月１８日条例第３６号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２２年１月１日から施行する。 
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（支給の特例措置） 

２ この条例による改正前の川口市障害者福祉手当支給条例第３条の規定による受

給資格を有していない者で、この条例による改正後の川口市障害者福祉手当支給

条例（以下「新条例」という。）の規定により新たに福祉手当の支給を受けるこ

とができることとされるもののうち、この条例の施行の日（以下「施行日」とい

う。）の前日までに新条例に規定する受給資格者の要件を備えた者については、

施行日から平成２２年３月３１日までの間に新条例第４条第１項の規定による受

給資格の認定の申請をした場合に限り、平成２１年１２月３１日に当該申請があ

ったものとみなし、新条例の規定を適用する。 

附 則（平成２３年９月２６日条例第８１号） 

この条例は、平成２３年１０月１１日から施行する。 

別表（第５条関係） 

（平成１３条例１５・全改） 

受給対象者 手当の額 

（月額） 

身体障害者手帳所持者で障害の程度が１級若しくは２級のもの、療

育手帳所持者で障害の程度が（(A)）若しくはAのもの、精神障害者

保健福祉手帳所持者で障害の程度が１級のもの又は障害の程度が

これらの者と同程度の者 

５，０００円

身体障害者手帳所持者で障害の程度が３級であり、かつ、療育手帳

所持者で障害の程度がB又は精神障害者保健福祉手帳所持者で障害

の程度が２級のもの 

療育手帳所持者で障害の程度がBであり、かつ、精神障害者保健福

祉手帳所持者で障害の程度が２級のもの 

特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令別表第１に定める

程度の障害の状態にある者 

療育手帳所持者で障害の程度がBのもの又は障害の程度がこの者と

同程度の者 

３，０００円
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精神障害者保健福祉手帳所持者で障害の程度が２級のもの又は障

害の程度がこの者と同程度の者 


